
平
成


年


月


日
水
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 Electricity contract 149kW

The estimated electricity of the year

1,065,000kWh

 Electricity contract 6kW

The estimated electricity of the year

32,400kWh

 Fulfillment period : From 1, April, 2017

through 31 March 2018

 Demand place :

 Geospatial Information Authority of

Japan, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism 1‑Kitasato, Tsu‑

kuba‑Shi, Ibaraki‑Ken

 Ishioka Geodetic Observing Station

102923 Onikoshi Negoya, Ishioka‑Shi,
Ibaraki‑Ken

 Kanozan Geodetic Observatory 465

Kanozan, Kimitsu‑Shi, Chiba‑Ken

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Articles 70 and 71 of

the Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have grade A or B on manufacturing

of products or selling of products in

Kanto Koushinetsu Area in terms of the

qualification for participating in tenders

by Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism (single qualifica‑

tion for every ministry and agency)

 not be under suspension of nomination

by Director General of Geospatial Infor‑

mation Authority of Japan from Time‑

limit for the tender to Bid Opening

 have been registered as an electric re‑

tailing enterprise in accordance with Ar‑

ticle 22 of the Electricity Utilities In‑
dustry Law.

 fulfill the requirement mentioned in the

tender manual that are stated from the

viewpoint of reducing CO２.

 acquire the electric certificate in case

of using the Electronic Procurement Sys‑

tem

https://www.geps.go.jp/

 Time‑limit for tender : 16 : 00 1, March,

2017

 Contact point for the notice : Masahiro

Takase, Contract Section, Contract Divi‑

sion, General Affairs Department, Geos‑

patial Information Authority of Japan, Mi‑

nistry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism, 1‑Kitasato, Tsukuba‑Shi, Iba‑

raki‑Ken, 3050811 Japan. TEL 029864
4361

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年 12 月 28 日

支出負担行為担当官
九州地方整備局長 小平田浩司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 調達件名及び数量
福岡第二合同庁舎建物設備等管理業務 一
式（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 平成29年４月１日から平成30年
３月31日迄
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の８に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の108分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
入札者は、本調達案件価格のほか、本調達
案件に要する一切の諸経費を含めた契約希望
金額を見積もるものとする。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
調達案件は、競争参加資格確認申請書及びそ
の添付書類（以下「申請書等」という。）の提

出及び入札を電子調達システムで行う対象案
件である。なお、電子調達システムによりが
たい場合は、紙入札方式参加願を提出するも
のとする。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者であるこ

と。
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 競争参加資格（全省庁統一資格）
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加
資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の
Ａ又はＢ等級に格付けされた九州・沖縄地
域の競争参加資格を有する者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申し立て又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申し立てがなされていない者
（競争参加資格に関する公示に基づく再申
請の手続きを行った者を除く。）であるこ
と。
 競争参加資格（全省庁統一資格）の申請
の時期及び場所については、「競争参加者の
資格に関する公示」（平成27年12月24日付官
報）に記載されている時期及び場所で申請
を受け付ける。

 事業協同組合として申請書等を提出した場
合、その構成員は、単体として申請書等を提
出することはできない。
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、九州地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
及び問い合わせ先
〒8120013 福岡市博多区博多駅東２丁目
10番７号 国土交通省九州地方整備局総務部
契約課専門員 上野 泰 電話092471
6331 内線2538
 入札説明書の交付場所及び交付方法
 〒8120013 福岡市博多区博多駅東２丁
目10番７号 国土交通省九州地方整備局総
務部総務課合同庁舎管理係長 川越 智康
電話0924716331 内線2391

 郵送による交付は、郵送料を別に必要と
する。

 電子調達システムのＵＲＬ
http://www.geps.go.jp/

 電子調達システム、持参及び郵送等による
申請書等の提出期限 平成29年１月30日12時
00分
 電子調達システム、持参及び郵送等による
入札書の提出期限 平成29年２月23日12時00
分
 開札の日時及び場所 平成29年２月24日10
時00分 国土交通省九州地方整備局７階入札
室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 競争参加資格の確認のため入札者に要求さ
れる事項 本調達案件の入札に参加を希望す
るものは、支出負担行為担当官の交付する入
札説明書に基づく申請書等を作成し、下記に
より提出しなければならない。
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、申請書等を作成し、上記３に示す
提出期限までにこれを上記３に示すＵＲ
Ｌに電子調達システムを利用し、提出しな
ければならない。

 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する者またはこれに準ずるものとして、国
土交通省発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。
 平成23年度以降において、24時間体制で年
間を通して、オフィスビルの電気設備及び機
械設備の運転及び保守管理の履行を完了した
実績を有すること。

 遠隔監視又は宿日直により、24時間体制で
のオフィスビルの電気設備及び機械設備の運
転及び保守管理ができること。
 平成23年度以降において、年間を通しての
オフィスビルの日常清掃業務及び定期清掃業
務の履行完了した実績を有すること。ただし、
一契約あたり建物延べ面積20000以上とす
る。
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